
確保すべき農用地等の面積の目標等に

関する国と地方の協議の場設置要領

平成27年10月26日付け27農振第1513号

１ 目的

平成27年１月30日に閣議決定された「平成26年の地方からの提案等に関する対応方

針」において 「農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準、

を設定するため、都道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）

を設けることとする 」とされるとともに、農地の総量確保の仕組みの充実を図る内。

容を盛り込んだ「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律」が６月26日に公布されたところである。

これを受けて、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）に基づく

農用地等の確保等に関する基本指針に定める事項のうち、確保すべき農用地等の面積

の目標及び都道府県において確保すべき農用地等の面積の目標の設定の基準に関する

事項を協議するため、農林水産省、全国知事会、全国市長会及び全国町村会の代表者

からなる国と地方の協議の場（以下「協議の場」という ）を設置する。。

２ 構成員

協議の場の構成員は、次のとおりとする。

① 農林水産省を代表する者 一人

② 都道府県知事の全国的連合組織（地方自治法（昭和22年法律第67号）第263条の３

第１項に規定する全国的連合組織で同項の規定による届出をしたものをいう。以下

同じ ）を代表する者 一人。

③ 市長の全国的連合組織を代表する者 一人

④ 町村長の全国的連合組織を代表する者 一人

３ 公開

(1) 会議は公開とする。ただし、協議の場の運営に著しい支障があると認められる場

合には、非公開とすることができる。

(2) 議事等については、公表するものとする。

４ 雑則

上記のほか、協議の場の運営に関し必要な事項は、協議の場に諮って定める。

５ 事務局

協議の場に係る事務は、農村振興局農村政策部農村計画課において処理する。




